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平成 30 年度調剤報酬等改定項目➂ 

○療担規則、薬担規則等                                   （平成 30 年 4 月 1 日施行予定） 

項目 改正前 改正後 

保険医療機関及び保険

医療養担当規則（昭和

32 年厚生省令第 15

号） 

（処方せんの交付） 

第 23 条 保険医は、処方せんを交付する場

合には、様式第 2 号又はこれに準ずる様式

の処方せんに必要な事項を記載しなければな

らない。 

２ 保険医は、その交付した処方せんに関し、

保険薬剤師から疑義の照会があつた場合に

は、これに適切に対応しなければならない。 

（処方せんの交付） 

第 23 条 保険医は、処方箋を交付する場合

には、様式第 2 号若しくは第 2 号の 2 又は

これらに準ずる様式の処方箋に必要な事項を

記載しなければならない。 

２ 保険医は、その交付した処方箋に関し、保

険薬剤師から疑義の照会があつた場合には、

これに適切に対応しなければならない。 

保険薬局及び保険薬剤

師療養担当規則（昭和

32 年厚生省令第 16

号） 

第4条の2の2 前条第2項の厚生労働大臣の

定める保険薬局は、公費負担医療（厚生労

働大臣の定めるものに限る。）を担当した場

合（第4条第1項の規定により患者から費用

の支払を受ける場合を除く。）において、患者

から求めがあつたときは、正当な理由がない限

り、当該公費負担医療に関する費用の請求

に係る計算の基礎となった項目ごとに記載した

明細書を交付しなければならない。 

2  （略） 

第4条の2の2 前条第2項の厚生労働大臣の

定める保険薬局は、公費負担医療（厚生労

働大臣の定めるものに限る。）を担当した場

合（第4条第1項の規定により患者から費用

の支払を受ける場合を除く。）において、正当

な理由がない限り、当該公費負担医療に関

する費用の請求に係る計算の基礎となった項

目ごとに記載した明細書を交付しなければな

らない。 

2  （略） 

保険医療機関及び保険

医療養担当規則及び保

険薬局及び保険薬剤師

療養担当規則の一部 

を改正する省令（平成

24 年厚生労働省令第

26 号） 

附則 

（保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則 

の一部改正に伴う経過措置） 

第３条 領収証を交付するに当たり明細書を常

に交付することが困難であることについて正当

な理由がある場合は、第２条の規定による改

正後の保険薬局及び保険薬剤師療養担当

規則（以下「新薬担規則」という。）第４条

の２第２項の規定にかかわらず、当分の間、

患者から求められたときに明細書を交付するこ

とで足りるものとする。 

２ 明細書の交付を無償で行うことが困難であ

ることについて正当な理由がある場合は、新

薬担規則第４条の２第３項の規定にかかわ

らず、当分の間、明細書の交付を有償で行う

ことができる。 

附則 

 

 

（削除） 

高齢者の医療の確保に

関する法律の規定による

療養の給付等の取扱い

第 26 条の 5 の 2 前条第 2 項の厚生労働

大臣の定める保険薬局は、公費負担医療

（厚生労働大臣の定めるものに限る。）を

第 26 条の 5 の 2 前条第 2 項の厚生労働

大臣の定める保険薬局は、公費負担医療

（厚生労働大臣の定めるものに限る。）を担
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及び担当に関する基準 

（昭和 58 年厚生省告

示第14 号） 

担当した場合（第 26 条の 4 第 1 項の規

定により患者から費用の支払を受ける場合を

除く。）において、患者から求めがあつたとき

は、正当な理由がない限り、当該公費負担

医療に関する費用の請求に係る計算の基礎

となつた項目ごとに記載した明細書を交付し

なければならない。 

2  （略） 

当した場合（第 26 条の 4 第 1 項の規定に

より患者から費用の支払を受ける場合を除

く。）において、正当な理由がない限り、当該

公費負担医療に関する費用の請求に係る計

算の基礎となつた項目ごとに記載した明細書

を交付しなければならない。 

 

2  （略） 

高齢者の医療の確保に

関する法律の規定による

療養の給付等の取扱い

及び担当に関する基準の

一部を改正する件（平

成 24 年厚生労働省告

示第74 号） 

ただし、保険医療機関（病院を除く。）及び

保険薬局において、領収証を交付するに当たり

明細書を常に交付することが困難であることにつ

いて正当な理由がある場合は、この告示による

改正後の第 5 条の 2 第 2 項又は第 26 条の

5 第 2 項の規定にかかわらず、当分の間、患者

から求められたときに明細書を交付することで足

りるものとし、明細書の交付を無償で行うことが

困難であることについて正当な理由がある場合

は、この告示による改正後の第 5 条の 2 第 3

項又は第 26 条の 5 第 3 項の規定にかかわら

ず、当分の間、明細書の交付を有償で行うこと

ができるものとする。 

ただし、保険医療機関（病院を除く。）にお

いて、領収証を交付するに当たり明細書を常に

交付することが困難であることについて正当な理

由がある場合は、この告示による改正後の第 5

条の 2 第 2 項又は第 26 条の 5 第 2 項の規

定にかかわらず、当分の間、患者から求められた

ときに明細書を交付することで足りるものとし、明

細書の交付を無償で行うことが困難であることに

ついて正当な理由がある場合は、この告示によ

る改正後の第 5 条の 2 第 3 項又は第 26 条

の 5 第 3 項の規定にかかわらず、当分の間、明

細書の交付を有償で行うことができるものとす

る。 

 



Ｈ30.3.14 日本薬剤師会事務局作成 

3 

 

 

 



Ｈ30.3.14 日本薬剤師会事務局作成 

4 

 

 


